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 実施主体：国土交通省中部地方整備局

 実施場所：静岡県菊川市、掛川市

 事業概要：築堤、河道掘削 等

 事業費：約182億円（平成28年～令和6年継続中）

菊川水系菊川の河川改修による内水被害防止

概 要：

対 策 名：1-1 流域治水対策（河川） ＜５か年加速化対策＞【国土交通省】

きくがわ きくがわ
５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

河道掘削により、
水位を約1.3m低下

河道掘削

対策後の効果【水位低減効果】
菊川市大石地点

（菊川河口から5.4km付近）河道掘削を行わなかった場合
の水位（推定）

T.P=5.82m

HWL T.P=6.89m

今回水位
T.P=4.54m

かわしろ
雨量観測所：河城

※本資料の数値等は速報値であるため、今後の調査で変わる可能性があります。

降雨の状況

事業実施前 事業実施後
河道掘削による流下能力の向上【菊川（河口から5.4km）施工状況】

◎3.2k

中
なか

菊川 菊川
河道
掘削

菊川下流水管橋 菊川下流水管橋

時間最大雨量 72mm/h

総雨量 148mm

菊川

今回出水時平常時

出水状況【嶺田地点（河口から4.6km）付近】
みねた

おおいし

令和６年８月台風第10号に伴う大雨では72mm/hの強い降雨を観測したが、河道掘削等により約1.3ｍ水位を

低減させられたため、七曲樋門（河口から5.5km付近）の全閉操作を回避し内水被害発生を未然に防いだ。

T.P=4.58m

七曲樋門の全閉操作を
判断する水位

ななまがり

七曲樋門

樋門の全閉操作が行われた場合、水位が上昇した菊川からの水の逆流
を防ぐことができるものの、堤内の水を樋門から河川に排出できず、内水
被害の危険性が生じる。

３か年緊急対策

主な事業 実施内容 事業費 実施期間

河川改修事業 河道掘削、築堤 約182億円
H28～R6
（継続中）

うち３か年緊急対策 河道掘削(V=約７万m3) 約 ７億円 H30～R２
うち５か年加速化対策
（加速化・深化分）

河道掘削(V=約８万m3) 約 13億円 R２～R５



天神ポンプ場
【③天神排水区】

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例
雨水幹線等の整備により雨水を河川に排除し浸水被害を軽減

■ 実施主体：三重県津市
■ 実施場所：三重県津市（半田川田、栗真町屋、天神排水区）
■ 事業概要：内水氾濫が発生するリスクが増大しているため、浸水被害の危

険性が高い地区において、速やかに雨水を排除させるため下水道（雨水幹
線等）の整備による都市浸水対策を実施

【①半田川田排水区】 半田川田第１雨水幹線
(断面) 内径2.0～2.8m (延長) 約300m

【②栗真町屋排水区】 町屋第２雨水幹線
                               (断面) 2.0m×2.0m (延長) 約300m
【③天神排水区】 天神ポンプ場 （雨水排水ポンプ １台 160m3/分）

■ 事業費：

概 要：気候変動の影響や都市化の進展による内水氾濫の発生リスク増大を受け、浸水リスクが高い地区にて下
水道による都市浸水対策を実施した結果、令和６年８月末の台風10号に伴う大雨時の浸水被害を防止。

対 策 名：1-2 流域治水対策（下水道） ＜５か年加速化対策＞ 【国土交通省】

主な事業 事業費 実施期間

ポンプ場および雨水幹線整備事業 約57億円 H26-R５

うち３か年緊急対策及び５か年加速化対策 約４億円 H31､R２､R３

■ 災害の外力、被害と効果：
【①半田川田および②栗真町屋排水区】
平成16年９月末の台風21号では、半田川田および栗真町屋排水区で床上・

床下浸水165件が発生したが、雨水幹線の整備等により、令和６年８月末の台
風10号に伴う大雨時は、 床上・床下浸水の被害がなく、浸水被害を防止。

【③天神排水区】
平成29年10月下旬の大雨時はポンプ場周辺が道路冠水し、交通遮断が発

生したが、天神ポンプ場の整備等により、令和６年８月末の台風10号に伴う大
雨時は、同箇所における道路冠水がなく、浸水被害を防止。

排水区域の概要と位置図・効果

降雨量

令和６年８月29日
(台風10号)

平成29年10月

37
mm/h

64.5
mm/h

浸水被害

■ 関連施策：
ソフト対策として内水ハザードマップを作成・公表

■ 関連する指標等

道路冠水無し道路冠水・交通遮断が発生

内水ハザードマップ
令和６年８月29日

(台風10号)
平成16年９月29日

98
mm/h

64.5
mm/h

降雨量

50件 床上・床下
浸水
0件18件

【②栗真町屋排水区】

床上
浸水 19件

床下
浸水 78件

【①半田川田排水区】

浸水被害

都市浸水対策達成率（津市）※面積ベース

令和元年46.1% → 令和5年49.5%

③

②

①

雨水幹線整備（シールド機）

【①半田川田および②栗真町屋排水区】

位置図

ポンプ場整備

雨水幹線整備津駅

津市役所

はんだかわだ くりままちや

：整備施設
：計画施設
：写真撮影箇所

＜ポンプ場周辺状況＞

３か年緊急対策



落石防護事業による線路への土砂流入被害の防止

概 要：令和元年台風第20号により崩落した土砂の線路流入があった、上信線に隣接する斜面の落石防護を実施。
令和６年台風第10号では、対策により鉄道施設への土砂流入を防止し、鉄道の速やかな復旧に役立った。

府省庁名：国土交通省

災害時の効果発揮事例

対策実施個所
（千平～下仁田間）

高
崎

千
平下

仁
田

 実施主体：上信電鉄株式会社

 実施場所：群馬県甘楽郡下仁田町

 事業概要：上信線に隣接する斜面に落石防護を実施

（千平～下仁田間、施工延長９ｍ）

 事業費：約19百万円（令和元年度～２年度）

 災害の外力、被害と効果：令和元年台風第20号により崩落
した土砂の線路流入が発生した箇所に落石防護を実施。
当該箇所は同程度の雨量となった令和６年台風第10号の
際も土砂崩落が発生したが、対策による効果で崩落した土
砂の線路流入を防止し、鉄道の速やかな復旧に役立った。

年度 R３ R４

完了率 35％ 51％

既往最大規模の降雨により崩壊の
恐れがある鉄道隣接斜面（※）の
崩壊防止対策の完了率（全国）

※約1,200箇所

【令和元年台風第20号】
12時間雨量 40.0mm
24時間雨量 44.5mm

【令和６年台風第10号】
12時間雨量 43.5mm
24時間雨量 47.0mm

令和元年台風第20号による被害（崩落した土砂の線路流入あり）

落石防護を実施

令和元年台風第20号では崩落した
土砂の線路流入があったが、同程
度の雨量となった令和６年台風第
10号では対策による効果で線路流
入を防止した。

令和６年台風第10号では被害を防止（崩落した土砂の線路流入なし）



護床工施工により橋脚被害の対策を行い、鉄道の安全・安定輸送を確保

概 要：河川増水時の橋脚被害による橋梁流出等を防止するための土砂の流出防止対策（洗掘対策）を実施。令和６
年８月の台風10号による大雨では、対策工事を完了していたことにより橋梁流失を防止し交通機能を確保した。

対 策 名：58-1 豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策＜５か年加速化対策＞【国土交通省】

 実施主体：東海旅客鉄道株式会社

 実施場所：三重県松阪市、多気郡多気町

 事業概要：豪雨等による河川増水時の橋脚被害を防ぐた
めの洗掘対策（根固工、かご枠設置）を実施

 事業費：2.57億円

 災害の外力、被害と効果：令和６年８月25日～９月２日の
台風第10号による大雨では、連続雨量523㎜ （8/29 4:40 
〜 9/2 11:20）の雨量※ （鉄道雨量計：多気地点）を観測し
たが、根固工等の施工により、当該橋梁の流失・傾斜等
の変状はなく、被害は生じなかった。

※120年に１度の降雨量

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

主な事業 実施内容 事業費 実施期間

橋脚洗掘対策 根固工、かご枠設置 約2.57億円 R４～R５
うち５か年加速化対策
（加速化・深化分）

根固工、かご枠設置 約2.57億円 R４～R５

【断面図】

【現場写真】

9G8G7G6G5G4G3G 12G11G10G

←亀山方 新宮方→

4G3G

【施工後】 ３Ｐ
かご枠設置

【施工後】 ３Ｐ・４Ｐ
根固工（鋼管）

５か年加速化対策における全国の既往最大規模の降雨により

流失・傾斜の恐れがある鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策の完了率（％）

R2年度 R3年度 R4年度
R7年度
（目標）

33 40 66 85

3P 4P



社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策）

概 要：介護保険施設において、豪雨災害等に伴い発生する停電対策として、非常用自家発電設備を整備し、停電時
のライフラインの確保を可能とすることにより、令和6年台風10号による停電時にも、居室エアコンによる空調管
理や吸引が必要な入所者に対する医療的ケアを継続できたほか、介護サービスの提供が可能となった。

対 策 名：23-4 社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策）＜５か年加速化対策＞【厚生労働省】

 実施主体：医療法人 玲心会

 実施場所：鹿児島県曽於郡大崎町

 事業概要：介護保険施設において、非常用自家発電設備整備対策事業を活用し、非常用自家発電設備を整備

 事業費：41,624千円 （うち５か年加速化対策（加速化・深化分）20,812千円）

 災害の外力、被害と効果：
令和6年台風10号の影響により、当該施設所在地において8月28日から30日にかけて最大37.5時間の停電が発生し
たが、非常用自家発電設備によりライフライン（電気）を確保することができ、居室エアコンによる空調管理や吸引が
必要な入所者に対しても医療的ケアを継続できたほか、介護サービスの提供が可能となった。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

【非常用自家発電設備整備】【施設全景】

（参考：介護福祉施設における非常用自家発電設備の整備箇所数 765施設（令和４年３月時点））



土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

河川

急傾斜地崩壊防止対策により
地域災害拠点病院機能等への被害を防止

概 要：５か年加速化対策により、浜松医科大学内の急傾斜地崩壊防止対策を実施。令和６年台風10号の大雨にて 
浜松市は72時間降水量476mmを観測したが、対策により法面崩壊等の発生を防止し病院機能等を維持した。

対 策 名：93 国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策＜５か年加速化対策＞【文部科学省】

 実施主体：国立大学法人浜松医科大学

 実施場所：静岡県浜松市

 事業概要：浜松医科大学は教育・研究機関としての役割を持
つと同時に、敷地内の附属病院は地域災害拠点病院に指定
されている。大学敷地内にある急傾斜地が土砂災害警戒区
域に指定されているため、急傾斜地崩壊防止対策工事（斜
面安定工法）を実施した。

 事業費：約2.9億円（令和３～５年度）

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）約2.8億円）

 効 果：
令和６年台風10号※では、記録的な大雨（平年の８月月間

降水量の４倍以上となる総降水量589.5mm、観測史上１位と
なる72時間降水量476mm）を観測した。豪雨により浜松市内
では15件の土砂災害が発生したが、浜松医科大学では５か
年加速化対策等により急傾斜地崩壊防止対策工事を実施し
たことで法面崩壊等の発生を防止し、教育・研究活動や病院
機能等を災害時も維持した。

※浜松市の状況： 総降水量 589.5mm（期間８月26日～９月１日）

平年の８月月間降水量の４倍以上

72時間降水量 476.0mm 観測史上１位

市内土砂災害件数 15件

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

大学

病院

大学

病院

対策後写真

大学

地表面の支圧板・ワイヤロープの連結と斜面
地中の強固な地盤へのアンカー打ち込みによ
り、複合的に斜面安定化。

支圧板

ワイヤロープ



概 要：佐賀県武雄市にて災害時に地域防災拠点となる防災公園整備（体育館・駐車場・園路）を実施し、500人の避
難者収容力を確保。令和６年台風第10号の際は避難所として避難者の受け入れを行った。

対 策 名：29 防災公園の機能確保に関する対策＜５か年加速化対策＞【国土交通省】

 実施主体：佐賀県武雄市

 実施場所：佐賀県武雄市（白岩運動公園）

 事業概要：災害時に地域防災拠点となる防災公園整備
（体育館・駐車場・園路、敷地面積4.0ha）を実施。

 事業費：23億円（令和２年度～令和５年度）

 災害の外力、被害と効果

 ８月28日の台風第10号において武雄市民体育館に避難所を開設
したところ、29名の避難者があった。避難所の空調設備により、
避難所において熱中症などの体調不良は発生しなかった。

 平常時は市総合防災訓練の会場として、自衛隊による給食支援
や入浴支援等の訓練を実施。

 避難所運営マニュアルの策定（策定主体：武雄市防災・減災課）
により、迅速な災害対応を実施することで、災害時の避難所運営
対応を高度化。

災害時の効果発揮事例

主な事業 実施内容 事業費 実施期間

公園整備事業 防災公園整備 約23億円 R２～R５

うち５か年加速化対策
（加速化・深化分）

防災公園整備 約19億円 R２～R３

５か年加速化対策

防災公園の整備による避難所機能の強化

しらいわ

 災害時の避難可能人数0人→500人
 災害時救助・救命活動支援車両駐車可能台数58台→270台

指 標
R5

（実績）
R7

（目標値）

機能を十分発揮させるために整備が必要な防
災公園（約160箇所程度）の対策実施率（％）

７８％ ８０％

 全国の対策実施状況

整備区域全景

避難所となる体育館屋内市総合防災訓練の様子



概 要：熊本刑務所等の総合警備システム等警備機器等を更新整備したことで、令和６年台風10号発生時にも安定し
た稼働を維持することができ、職員による被災地域への支援活動等を実施することができた。

対 策 名：28 矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策＜５か年加速化対策＞【法務省】

 実施主体：熊本刑務所 等

 実施場所：熊本県熊本市 等

 事業概要：熊本刑務所等の総合警備システム等の警備機
器等を更新整備し、災害発生時においても被収容者の逃
走事故が発生しない体制を整備した。

 事業費：約１億500万円（令和６年度）

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）約１億500万円）

 災害の外力、被害と効果：熊本刑務所の総合警備システム

は不具合を頻発している状況にあったが、本年度に更新整

備したことで、令和６年台風10号発生時においても総合警

備システム等警備機器等の安定的な稼働により安定した

施設運営を維持できたことで、地域住民のための避難所

を開設する災害支援が可能となり、４日間で延べ12名の避

難者を受け入れた。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例
矯正施設の安定的な運営により、災害時の避難所開設等に貢献する

避難所に避難した地域住民の方へ熊本刑務所職員が説明を行う
様子。

熊本刑務所の職員待機所（左：外観、右：寝室エリア）

台風１０号による被害は発生せず、避難所開設、避難
者受入れを行うことができた。

令和３年度から令和７年度までの
更新整備計画箇所数 ９０６箇所

令和６年度末時点の
更新整備完了箇所数（予定）

２９９箇所
（33.0％）

参考：５か年加速化対策において当初計画した
 全国の矯正施設の総合警備システム等警備機器等更新整備状況



概 要：消防団の災害対応能力の向上のため、消防団が使用する救助用資機材等の充実・強化を図っている。令和６
年台風10号では、消防団設備整備費補助金を活用して配備した救助用資機材等を用いた活動を実施した。

対 策 名：38 地域防災力の中核を担う消防団に関する対策＜５か年加速化対策＞【総務省】

 実施主体：消防庁、鹿児島県内の消防団 等

 実施場所：鹿児島県湧水町、大分県国東市 等

 事業概要：災害時における消防団のより効果的な救助
活動を図るため、消防団設備整備費補助金を通じて消
防団への救助用資機材等の整備を促進。

 事業費：約2.5億円（令和５年度）※全国の事業費
（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）約2.5億円）

 災害の外力、被害と効果：令和６年台風10号に伴い、鹿
児島県湧水町では倒木等の被害が発生したが、消防団
設備整備費補助金により配備したチェーンソー及び切創
防止用保護衣等を活用し、通行に支障のある障害物の
撤去を効率的に実施することができた。その他、大分県
国東市等では、救命胴衣を着用し、団員の安全確保をし
た上で、トランシーバーを活用し、迅速に避難誘導や浸
水防止等のための土のう設置作業が実施されるなど、
各地の消防団において災害対応能力の向上に寄与した。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

補助対象資機材等（例）

令和６年台風10号に伴う活動の様子

鹿児島県湧水町提供

救助用資機材等の整備促進による消防団設備の強化

配備した
チェーンソー

※ 切創防止用保護衣等とは、切創防止用保護衣及び耐切創性手袋をいう。

配備した
切創防止用保護衣等



ヘリサットシステムを利用した迅速な被災地映像の共有と
災害対応への貢献

概 要：地上通信網が途絶した際に外部と連絡を取るため、衛星通信を用いた非常用通信手段を確保。令和６年台風
第10号では、地上通信網の途絶の有無にかかわらず、ヘリサットシステムを使用して防災ヘリコプターから撮
影した屋久島周辺の被災状況を被災地映像として共有し、迅速な災害対応に貢献した。

対 策 名：40 自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策＜５か年加速化対策＞【総務省】

 実施主体：消防庁、鹿児島県

 実施場所：鹿児島県

 事業概要：消防庁・鹿児島県間において、ヘリコプター
から撮影した被災地映像を共有し災害対応を行うため、
ヘリサットシステムによる衛星通信を用いた非常用通信
手段を確保した。

 事業費：0.4億円（事業期間：R３～R６）※全国の事業費
（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）0.4億円）

 効果事例：令和６年台風第10号において、鹿児島県の
防災ヘリコプターから撮影した屋久島周辺の被災地映
像について、ヘリサットシステムにより消防庁へ映像をリ
アルタイムに共有。また、当該映像について官邸等へ中
央防災無線等を用いて共有することにより、被災状況を
早期把握し、迅速な災害対応に貢献した。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

災害映像

通信衛星

地上アンテナ設備

災害映像

防災関係機関

ヘリサット

ヘリテレ

ヘリサットシステム積載状況

ヘリサットアンテナ

電波送信機

台風10号における被災地映像（鹿児島県屋久島）ヘリサットシステムの概要

地上通信網を経由しないた
め、地上通信網の途絶の有
無にかかわらず、被災状況を
共有可能。



航路標識の海水浸入防止対策により船舶交通の安全を確保

概 要：灯台の基礎部に海水等が浸入する環境を遮断する対策を実施した結果、台風第10号の際も倒壊、損壊するこ
となく航路標識の機能を維持し船舶交通の安全を確保した。

対 策 名：63-1 航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策）＜５か年加速化対策＞【国土交通省】

 実施主体：海上保安庁 第十管区海上保安本部

 実施場所：熊本県天草市

 事業概要：令和元年東日本台風の際、亀裂から海水が侵入
したことによる灯台の倒壊が生じたこと等を踏まえ、海水侵
入防止対策を実施している。本灯台では、倒壊、損壊を未
然に防ぐため、航路標識の基礎部に海水等が浸入しないよ
うアンカーボルトの腐食を防ぎ航路標識の倒壊等を防止す
る対策を実施した。

 事業費：全体事業費 約0.02億円（令和４年度）

（うち５か年加速化対策 約0.02億円）

 災害の外力、被害と効果：令和６年台風第10号では、暴風
を伴う激波浪（波高約７m）を近傍海域で観測したが、本灯
台は倒壊、損壊することなく安定した航路標識としての機能
を維持し、船舶交通の安全を確保した。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

【事例】宮田港浜田三号防波堤灯台海水浸入防止対策
対策前 対策後

▲海水の浸入を防止

指 標
R5

（実績）
R7

（目標値）

海水浸入対策が必要な航路標識
（461箇所）の整備率

９０％ １００％



航路標識のLED化及び太陽電池化により
停電時も船舶交通の安全を確保

概 要：長崎県平戸港の灯台に使用している機器を災害等における安定運用が可能な機器（LED、太陽電池）へ換装
した結果、令和６年台風第10号に伴う停電が生じた際も航路標識の消灯を防止し船舶交通の安全を確保。

対 策 名：63-4 航路標識の耐災害性強化対策（信頼性向上対策）＜５か年加速化対策＞【国土交通省】

 実施主体：海上保安庁 第七管区海上保安本部

 実施場所：長崎県平戸市

 事業概要：令和元年房総半島台風や令和２年の台風の影響に
より、航路標識の消灯事故等が多発したことを踏まえ、対策を
実施している。平戸港灯台の消灯を防止するため、光源のLED
化（省電力化）、電源の太陽電池化、配電線の撤去を実施した。

 事業費：全体事業費 約0.08億円（令和４年度）
（うち５か年加速化対策 約0.08億円）

 災害の外力、被害と効果：
令和６年台風第10号の際、平戸港灯台の周辺地域では停電が

生じたが、光源のLED化及び電源の太陽電池化により消灯する
ことなく安定した航路標識としての機能を維持し、船舶交通の安
全を確保した。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

【事例】平戸港灯台信頼性向上対策

▲ＬＥＤ灯器、太陽電池パネル
▲白熱電球

対策前 対策後

▲配電線堤上埋設

指 標
R5

（実績）
R7

（目標値）

災害時でも信頼性向上及び安定運用を図るため、
災害に強い機器等（８１７箇所）の整備率 ６９％ ８３％



船舶の動静情報を収集・提供する施設の電源喪失対策により
船舶交通の安全を確保

概    要：令和６年台風第10号で長期間の停電が発生したが、御岳AIS送受信所の電源喪失対策として非常用発電機を
整備していたことにより、船舶への情報提供を継続し、船舶交通の安全を確保することができた。

対 策 名：63-2 航路標識の耐災害性強化対策（電源喪失対策）＜５か年加速化対策＞【国土交通省】

 実施主体：海上保安庁 第十管区海上保安本部

 実施場所：鹿児島県鹿児島郡十島村（中之島）

 事業概要：令和元年房総半島台風や令和２年の台風の際、長期
停電が発生して主要な灯台や船舶通航信号所が運用不能となり、
船舶交通に支障が生じたこと等を踏まえ、電源喪失対策を実施し
ている。御岳AIS送受信所（※）の電源喪失対策のため非常用発
電機（継続稼働時間７２時間以上）の整備を実施した。

 事業費：全体事業費 約0.36億円（令和４年度）
（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）約0.36億円）

 災害の外力、被害と効果：
令和６年台風第10号の影響により、御岳AIS送受信所では約100

時間の停電が発生し、同送受信所は外部電源を喪失したが、電
源喪失対策として非常用発電機を整備していたことから、船舶へ
の情報提供を維持し、船舶交通の安全を確保することができた。

（※）御岳AIS送受信所：鹿児島県の中之島に設置されており、AIS（船舶自動識別装置）
を使用して周辺を航行している船舶の動静情報を収集し、これをもとに船舶の安全な航
行を支援するために必要な情報を提供している施設。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

御岳AIS送受信所の通信範囲

御岳AIS送受信所 本対策で設置した
非常用発電機

※本図の通信範囲は机上計算の値による
指 標

R5
（実績）

R7
（目標値）

電源喪失対策が必要な航路標識
（103箇所）の整備率

７１％ ９０％



代替路として林道を活用することで集落の孤立化を防止

概 要：令和６年台風第10号において、市道の橋梁が流出したが、林道上東不動線及び集落道（私道）が代替路として
活用され、集落の孤立化を防いだ。

府省庁名：農林水産省

 実施主体：国東市

 実施場所：大分県国東市

 事業概要：

   大分県国東市において、森

林整備に必要な林道を開設し

た。（延長約2.8kｍ）

 事業費：約1.5億円（S55～H元）

（林道の開設に係る総工事費）

 災害の外力、被害と効果：

   令和６年台風第10号により、

国東市国見町で１時間降水量

89mmを記録し、市道千灯線の

橋梁が流出した。

   開設後の維持管理等を適切

に行ってきた結果、林道上東

不動線と集落道が代替路とし

て活用され、集落の孤立化を

防いだ。

災害時の効果発揮事例

凡   例
県道 迂回路
林道 集落
市道 集落道

林道上東不動線の通行可能状況

市道千灯線の下払橋流出状況

かみひがしふどう

くにさきし



史跡石垣山石垣保全対策工事事業

概 要：神奈川県小田原市の史跡石垣山で石垣保全対策工事を実施。これにより、令和６年度８月25日からの大雨及
び台風10号においても石垣の崩落被害は生じなかった。

対 策 名： 97 史跡名勝天然記念物等の老朽化対策 ＜５か年加速化対策＞【文化庁】

 実施主体：神奈川県小田原市

 実施場所：神奈川県小田原市

 事業概要：史跡石垣山では、平成15年の落石を契機に
順次保全対策工事を進めている。井戸曲輪南東側の石
垣のうち、石垣の緩みが著しい隅石垣部分に“植生土の
う”を設置。植物を繁茂させることで斜面を安定させ、石
垣の崩落防止を図った。

 事業費：約2,200万円

 効 果

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

主な事業 実施内容 事業費 実施期間

石垣保全対策工事事業
植生土のうによ
る覆い

約2,200万円 R５

うち５か年加速化対策
植生土のう
による覆い

約1,000万円 R５

 令和６年８月25日からの大雨及び台風10号に際して、小田原
市では時間雨量が20mm以上の降雨を４日間記録し、そのうち
２日間は、一日の合計雨量が220mmを超える豪雨となった。

 小田原市内に所在する史跡のうち、史跡小田原城跡、史跡江
戸城石垣石丁場跡では未対策の法面で崩落等の被害が生じ
たが、史跡石垣山では破損、崩落は生じなかった。これにより、
文化財の価値が保護されるとともに、斜面崩落による二次被害
を防ぐことができた。 対策工事箇所

対策前 対策後

豪雨後
（令和6年9月4日）

工事個所

上空写真

（出典：Googleマップ）

石垣山

石垣山一夜城
歴史公園
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